労働をめぐる取組みと現代的意義

わっぱの会　斎藤縣三

· 1970年代の労働をめぐる状況

· 障害者雇用促進法（1960）はあるものの、法が義務化（法定雇用率と納付金制度）されたのは1976年。義務化前は高度成長の時代であり、まだ法定雇用率を上回る雇用が存していた時期もある。むしろ義務化以降はたえず法定雇用率を下回る状況が引続いており、率は上昇しているもののその状態は今も持続している。

· 重度身体障害者、知的障害者の雇用は極めて限られており、1970年代初頭より働く場をつくりだそうと作業所運動が始まった。名古屋で始まったゆたか共同作業所はきょうされん運動のモデルとなり、その後作業所運動の一大組織となっていった。

· わっぱの会の取組み

· 当時の施設収容中心主義の障害者福祉政策に抗して、街の中に障害ある人もない人も共に生きる場をつくろうと1971年わっぱの会が始まった。当初は共同生活の場が先行し、共同作業の場は障害ある人の仕事と生活できる収入の確保が必要と、すぐ後に共に働く場づくりが始まった。

· 当初は先行していたゆたか共同作業所への見学交流を行なうこととなった。従来の収容型施設とは異なり、障害ある人が楽しく元気に働いている現場に感動したが、同時に指導員（先生）と通所生（障害者）という区別が従来の施設と同様ではないかとの懸念を感じさせることとなった。

· それに対し障害ある人もない人も共に働く場をつくるために、差別なき対等な関係や事業としての自立をめざしたが、当初は収入も少なく、理念は高くても現実は厳しい苦難の歴史が続くこととなった。

· 共働事業所への発展

· ようやくわっぱ10周年を過ぎて事業体として経済自立を実現しようと、安全な手づくり食品の製造をめざし、1984年無添加パン「わっぱん」への取組みが始まった。この試みは本格的な市場での販売をめざす障害者参加のパンづくりとして全国最初のものであり、その後同様の事業展開が各地におき、全国的なパン・菓子づくりの取組みの引き金となっていった。開始以降販路はどんどん拡がり、生産するパンの種類や量も飛躍的に伸び、共に働く障害ある人ない人の数、それらの人々への分配金（わっぱの会の独自の制度に基づく分配金）も増大していった。

· 同時期、各地の共に働く場づくりのネットワークづくりが始まった。障害のある人ない人が対等な立場で労働し、経済的社会的自立をめざすこれらの動きは1984年共同連の結成へとつながった。

· そして現代につながる意義

· 今、ヨーロッパでは1991年イタリア・社会的協同組合法に始まる社会的企業の流れが大きく展開している。1980年代以降のヨーロッパにおける社会的排除の問題の深化や失業の増大の下で、従来の福祉国家政策に代わって、障害者をはじめとして若者・失業者など社会的不利な立場にある人々に仕事をつくりだす新しい政策として社会的協同組合、社会的企業は大きな役割をはたしている。

· わが国においても障害者、ホームレス、ニート、引きこもり、薬物依存者など社会的に排除される人々が増大しており、わたしたちの共に働く場づくりは日本における先駆的活動として評価されつつある。格差・失業の増大、更に大震災による生活破壊の時代にあって、共同連が掲げる「社会的事業所」は第３の働く道として今、社会に求められている。

